宮城県社会福祉協議会 介護福祉士修学資金等貸付制度実施要綱の一部を次のように改正する
	改　　　　　正　　　　　案
	現　　　　　行
	備　考

	宮城県社会福祉協議会介護福祉士修学資金等貸付制度実施要綱
第１～２　　　　　　　　　　　　　　　（略）
第３　介護福祉士修学資金貸付事業

第１の１の「介護福祉士修学資金貸付事業」の貸付対象者，貸付期間及び貸付額は次のとおりとする。

１　貸付対象者は介護福祉士養成施設に在学する者とする。

　　ただし，３の（３）の国家試験受験対策費用及び３の（４）の生活費加算の貸付対象者は，それぞれ，次の（１）及び（２）に定める者に限る。

（１）
国家試験受験対策費用の貸付対象者

介護福祉士養成施設を卒業見込みの者であって，当該卒業年度に介護福祉士国家試験を受験する意思のある者

（入学時に45歳以上の者であって，離職して２年以内の者を，以下「中高年離職者」とする。）

第３（２）～６　　　　　　　　　　　　（略）
第７　障害福祉分野就職支援金貸付事業

　第１の５の「障害福祉分野就職支援金貸付事業」の貸付対象者，貸付額及び貸付回数は次のとおりとする。

１　貸付対象者は，次の（１）から（４）までの基準を全て満たす者とする。

（１）介護保険法施行規則第22条の23第１項に規定する介護職員初任者研修以上の研修を修了した者，「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの」（平成18年厚生労働省告示538号）第１条第３項に規定する居宅介護職員初任者研修，同条第４項に規定する障害者居宅介護従事者基礎研修，同条第５項に規定する重度訪問介護従事者養成研修（基礎，統合及び行動障害支援いずれかの課程と応用を受講すること。），同条第６項に規定する同行援護従事者養成研修（基礎，応用を受講すること。），同条第７項に規定する行動援護従事者養成研修のいずれかを修了した者。
（２）障害福祉サービス（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律（平成17年法律123号）（以下，「障害者総合支援法」という。）第５条第１項，第18項，第77条及び第78条，児童福祉法（昭和22年法律164号）第６条の２の２第１項，第７項及び第７条第２項，身体障害者福祉法（昭和24年法律283号）（以下，「身体障害者福祉法」という。）第４条の２に規定するサービスをいう。）を提供する事業所若しくは施設，障害者総合支援法第５条第27項，第28条及び第77条の２及び身体障害者福祉法第５条に規定する施設若しくは事業所において，主たる業務がサービス利用者に直接サービスを提供する者（以下，「障害福祉職員」という。）として就労した者，若しくは就労を予定している者。

（３）障害福祉分野就職支援金貸付計画書（以下単に「就職支援金貸付計画書」という。）

を提出した者。

（４）本県及び他県の「介護分野就職支援金」，「障害福祉分野就職支援金」，「離職した介護人材の再就職準備金貸付事業」の貸付を受けたことがない。

第７の２～11　　　　　　　　　　　　　（略）
第12　返還の債務の当然免除

会長は，修学生が次に掲げるいずれかに該当するに至ったときは，貸付額に係る返還の債務を免除するものとする。

また，１の（１）（６において準用する場合を含む。），２の（１）及び３の（１）の要件については，本事業による貸付けを受けた者が，県内の福祉・介護人材として定着するという本事業の本来の趣旨を達成することを目指して置かれているものであり，県社協は本事業による貸付けを受けた者がこれらの要件を満たすことができるよう，学習又は就労継続に当たっての相談支援等に努めるものとする。

なお，適切な返還債務の免除を行うため，貸付けを受けた者に対して，会長が定める時期に現況届の提出を求め，貸付けを受けた者の就労状況等について，定期的に把握するものとする。

１　介護福祉士修学資金貸付事業

　　次の（１）又は（２）のいずれかに該当するに至ったとき。

（１）介護福祉士養成施設を卒業した日から１年以内に介護福祉士の登録を行い，宮城県の区域（国立障害者リハビリテーションセンター，国立児童自立支援施設等において業務に従事する場合は，全国の区域とする。以下同じ。）内において，昭和63年２月12日社庶第29号社会局長・児童家庭局長連名通知「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格に係る介護等の業務の範囲等について」の別添１に定める職種若しくは別添２に定める職種又は当該施設の長の業務（以下「返還免除対象業務」という。）に従事し，かつ，介護福祉士の登録日と当該返還免除対象業務に従事した日のいずれか遅い日の属する月以降，５年（過疎地域（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第19号）に規定する区域をいう。）において返還免除対象業務に従事した場合又は中高年離職者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が返還免除対象業務に従事した場合は，３年）（以下「返還免除対象期間」という。）の間，引き続き，これらの業務に従事したとき。

ただし，法人における人事異動等により，貸付けを受けた者の意思によらず，宮城県の区域外において返還免除対象業務に従事した期間については，返還免除対象期間に算入して差し支えない。

また，返還免除対象業務に従事後，他種の養成施設等における修学，災害，疾病，負傷，その他やむを得ない事由により返還免除対象業務に従事できない期間が生じた場合は，返還免除対象期間には算入しないものとするが，引き続き，返還免除対象業務に従事しているものとして取り扱うこととする。
第12の１の（２）～13の３　　　　　　 （略）

４　介護福祉士経過措置登録者の資格登録有効期限後，登録証が失効となった者が，要綱第１２の１に定められた返還免除対象期間を満たしていない場合。（登録証の失効対象者となったが，以降の資格登録有効期限内において国家試験の再受験を続けていない場合，要綱第１４の２は適用しない）

５　業務外の事由により死亡し，又は心身の故障により業務に従事できなくなったとき。
第14～　　　　　　　　　　　　　　　　（略）
	宮城県社会福祉協議会介護福祉士修学資金等貸付制度実施要綱
第１～２　　　　　　　　　　　　　　　（略）
第３　介護福祉士修学資金貸付事業

第１の１の「介護福祉士修学資金貸付事業」の貸付対象者，貸付期間及び貸付額は次のとおりとする。

１　貸付対象者は介護福祉士養成施設に在学する者とする。

　　ただし，３の（３）の国家試験受験対策費用及び３の（４）の生活費加算の貸付対象者は，それぞれ，次の（１）及び（２）に定める者に限る。

（１）
国家試験受験対策費用の貸付対象者

介護福祉士養成施設を卒業見込みの者であって，当該卒業年度に介護福祉士国家試

験を受験する意思のある者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

第３（２）～６　　　　　　　　　　　　(略)
　　　　　　　　　　　　　　　
第７　障害福祉分野就職支援金貸付事業

　第１の５の「障害福祉分野就職支援金貸付事業」の貸付対象者，貸付額及び貸付回数は次のとおりとする。

１　貸付対象者は，次の（１）から（３）までの基準を全て満たす者とする。

（１）介護保険法施行規則第22条の23第１項に規定する介護職員初任者研修以上の研修を修了した者，「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの」（平成18年厚生労働省告示538号）第１条第３項に規定する居宅介護職員初任者研修，同条第４項に規定する障害者居宅介護従事者基礎研修，同条第５項に規定する重度訪問介護従事者養成研修（基礎，統合及び行動障害支援いずれかの課程と応用を受講すること。），同条第６項に規定する同行援護従事者養成研修（基礎，応用を受講すること。），同条第７項に規定する行動援護従事者養成研修のいずれかを修了した者。なお，第６に掲げる「離職した介護人材の再就職準備金貸付事業」又は基金実施要綱の別紙２における「介護分野就職支援金貸付事業」の貸付を受けたことがある者を除く。
（２）障害福祉サービス（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律（平成17年法律123号）（以下，「障害者総合支援法」という。）第５条第１項，第18項，第77条及び第78条，児童福祉法（昭和22年法律164号）第６条の２の２第１項，第７項及び第７条第２項，身体障害者福祉法（昭和24年法律283号）（以下，「身体障害者福祉法」という。）第４条の２に規定するサービスをいう。）を提供する事業所若しくは施設，障害者総合支援法第５条第27項，第28条及び第77条の２及び身体障害者福祉法第５条に規定する施設若しくは事業所において，主たる業務がサービス利用者に直接サービスを提供する者（以下，「障害福祉職員」という。）として就労した者，若しくは就労を予定している者。

（３）障害福祉分野就職支援金貸付計画書（以下単に「就職支援金貸付計画書」という。）

を提出した者。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第７の２～11　　　　　　　　　　　　　（略）
第12　返還の債務の当然免除

会長は，修学生が次に掲げるいずれかに該当するに至ったときは，貸付額に係る返還の債務を免除するものとする。

また，１の（１）（６において準用する場合を含む。），２の（１）及び３の（１）の要件については，本事業による貸付けを受けた者が，県内の福祉・介護人材として定着するという本事業の本来の趣旨を達成することを目指して置かれているものであり，県社協は本事業による貸付けを受けた者がこれらの要件を満たすことができるよう，学習又は就労継続に当たっての相談支援等に努めるものとする。

なお，適切な返還債務の免除を行うため，貸付けを受けた者に対して，会長が定める時期に現況届の提出を求め，貸付けを受けた者の就労状況等について，定期的に把握するものとする。

１　介護福祉士修学資金貸付事業

　　次の（１）又は（２）のいずれかに該当するに至ったとき。

（１）介護福祉士養成施設を卒業した日から１年以内に介護福祉士の登録を行い，宮城県の区域（国立障害者リハビリテーションセンター，国立児童自立支援施設等において業務に従事する場合は，全国の区域とする。以下同じ。）内において，昭和63年２月12日社庶第29号社会局長・児童家庭局長連名通知「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格に係る介護等の業務の範囲等について」の別添１に定める職種若しくは別添２に定める職種又は当該施設の長の業務（以下「返還免除対象業務」という。）に従事し，かつ，介護福祉士の登録日と当該返還免除対象業務に従事した日のいずれか遅い日の属する月以降，５年（過疎地域（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第19号）に規定する区域をいう。）において返還免除対象業務に従事した場合又は中高年離職者（入学時に45歳以上の者であって，離職して２年以内の者をいう。）が返還免除対象業務に従事した場合は，３年）（以下「返還免除対象期間」という。）の間，引き続き，これらの業務に従事したとき。

ただし，法人における人事異動等により，貸付けを受けた者の意思によらず，宮城県の区域外において返還免除対象業務に従事した期間については，返還免除対象期間に算入して差し支えない。

また，返還免除対象業務に従事後，他種の養成施設等における修学，災害，疾病，負傷，その他やむを得ない事由により返還免除対象業務に従事できない期間が生じた場合は，返還免除対象期間には算入しないものとするが，引き続き，返還免除対象業務に従事しているものとして取り扱うこととする。

第12の１の（２）～13の３　　　　　 　（略）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　業務外の事由により死亡し，又は心身の故障により業務に従事できなくなったとき。
第14～　　　　　　　　　　　　　　　　（略）
	中高年離職者について記載
重複借受不可の文言を変更
併せて，暗号の変更。
記述を削除
介護福祉士経過措置登録者の内，登録証が失効となる者について記述を追加
併せて，番号の変更


　附則

　この要綱は，令和５年　　月　　日より施行する。
